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高齢者の人権に関する法的拘束力のある文書の
全体的枠組み、構成、および指針となる原則について、
政府間作業部会が求めた意見募集に対する
ヘルプエイジ・インターナショナルの回答

はじめに 

ヘルプエイジ・インターナショナル（HelpAge）は、すべての高齢者が尊厳と健康、そして安心に満ちた生活を送る権利の促進に尽力する国際的な非政府組織である。当団体は、高齢者のウェルビーイング、権利、包摂の推進を目的として99カ国にまたがる208の組織からなるグローバル・ネットワークの事務局を務めている。
また、ヘルプエイジは「高齢者の権利のためのグローバル連合（GAROP）」の創設メンバーの一つでもある。 
高齢者の人権に関する法的拘束力のある文書（条約）の概念的枠組み、その中核となる原則および構成に関するヘルプエイジの提言は、高齢期、エイジズム（年齢差別）、および高齢者の権利に関する当団体の理解、ならびに当団体が活動し交流する高齢者の経験に基づいている。こうした経験は、最近ではケニア、エチオピア、パキスタン、タンザニア、ウガンダで行われた対面協議において特に浮き彫りになった[footnoteRef:1]。 [1:  2026年3月、ヘルプエイジ・インターナショナルは、ケニア、エチオピア、パキスタン、タンザニア、ウガンダのネットワーク加盟団体を支援し、将来の条約の内容について、多様な高齢者グループとの予備的な協議を実施した。グループ討議や個別インタビューでは、日常生活においてどの権利が尊重され、無視され、あるいは否定されているかに焦点を当て、どの権利問題が最も緊急であるか、あるいは最も認識されていないか、どのような障壁（エイジズム、不十分な法律、質の低いサービス、説明責任の欠如など）がこれらの問題を引き起こしているか、そして高齢者が自らの権利をよりよく保護するために政府や将来の条約にどのような変更を求めるかを検討した。過去には、ヘルプエイジ・インターナショナルは、高齢化に関する無期限作業部会（OWEGA）への提言の一環として、複数の国で高齢者の権利に関する数多くの協議を実施しており、その成果は長年にわたりOWEGAに提出された一連の報告書「高齢者が語る自らの権利」（https://www.helpage.org/what-we-do/rights-of-older-people/un-convention-on-the-rights-of-older-people/）を参照。 ] 


主要な質問への回答  

質問1. 高齢者の人権に関する国際的な法的拘束力のある文書は、どのような包括的な枠組みに基づいて策定されるべきか？さらに、高齢者がすべての人権および基本的自由を完全かつ平等に享受する権利保有者であるという認識を、その文書が最も適切に反映し、強化するにはどうすべきか？

条約の概念的な包括的枠組みは、条約の範囲や内容、および個々の規定の策定に影響を与えることになる。条約そのものが変革をもたらすものでなければならない。すなわち、その規範と基準は、高齢期における尊厳、平等、自律、自己実現を促進するものであり、現在、社会のあらゆるレベルで高齢期や高齢者への対応を支配していて、深くスティグマを伴い、人間性を否定する、エイジズムの態度や行動に取って代わるものでなければならない。 

また、高齢者に対する国家の人権上の義務が何であるかを明確にし、法および実務における高齢期の人権の促進と保護を改善すべきである。 

権利保有者としての高齢者 
福祉・慈善という枠組みから権利に基づく枠組みへと転換するため、この条約は、高齢者を、完全な法的人格（完全な法的能力の享有を含む）を有する権利主体として、また社会への完全な参加者として、さらに国際法、地域法、国内法の下で保障されるあらゆる人権と基本的自由を享受する資格を有する者として捉える、包括的な概念に基づくべきである。 

パキスタンのある高齢男性が最近の協議で指摘したように、「私たちが求めているのは慈善や同情ではない。私たちが求めているのは、包摂、尊重、そして平等な機会である。すべての高齢者は、尊厳と生きがいを持って独立して生きる機会を持つに値する」。

この条約は、以下に示すアプローチと基本原則を採用することにより、高齢者を権利主体として認識する考えを適切に反映し、強化することができる。 

エイジズム（年齢差別） 
年を重ねることには多くの良い面がある。多くの文化において、高齢になることは祝福され、憧れの対象となっている。年を重ねるにつれ、私たち自身や周囲の人々のためになる経験を積み重ねる。にもかかわらず、人生の他の段階とは異なり、高齢期に対する一般的な見方は、衰退、喪失、脆弱性そして依存の時期、というものである。私たちは高齢者を社会の重荷であり、役に立たず、時代遅れで、夢や未来を持たない存在だと見なしている。私たちは、高齢であることを理由にした、その人の能力についての思い込みを持っている。高齢者を憐れみや慈善の対象として扱う。このエイジズムは、社会、政策、法律、制度、メディア、そして私たちのひとり一人の行動や態度の中に深く根付いており、そのことはしばしば気づかれていない。高齢者に対するエイジズムは、固定観念、偏見、差別、嫌がらせ、中傷、虐待、搾取、放置、暴力といった形で現れる。エイジズムは、偏見やスティグマを伴う態度や行動を生み出し、高齢期にある私たちを軽視し、見下し、排除し、自律と尊厳を否定し、生活のあらゆる側面で他者と対等な立場で人権を享受する上での障壁を作り出している。  

世界保健機関（WHO）によると、世界中で2人に1人が高齢者へのエイジズムを抱いている[footnoteRef:2]。エイジズムは社会の諸制度や各分野にまん延し、高齢者の生活のあらゆる領域における人権に悪影響を及ぼしている。多くの場合、年齢と性別、障害、健康状態などが交差することで、人権侵害はさらに深刻化する。例えば、有害なエイジズムの態度や慣行は、未亡人や独身の高齢女性、障害のある高齢女性、農村部や移住者の高齢女性に対して特に強く見られる[footnoteRef:3]。 [2:  世界保健機関（WHO)､『エイジズムに関する世界報告』､ジュネーブ､世界保健機関､2021年。 ]  [3:  ヘルプエイジインタナショナル、『同じ権利を享受する権利：高齢女性が語る、差別や不平等のない権利、および暴力、虐待、ネグレクトからの自由』、ロンドン、HelpAge International、2017年、https://social.un.org/ageing-working-group/documents/eighth/EntitledsameRights-English.pdf ] 

例えば、パキスタンでのフォーカスグループ討議に参加した高齢者は、高齢者が依存的で非生産的、あるいは支援を受けるに値しない存在と見なされることが多く、エイジズムが依然として大きな障壁となっていると語った。参加者たちは、これが開発計画、サービス提供、および地域社会の意思決定の場からの排除につながると指摘した。ウガンダでは、すべてのグループ協議に共通して見られたのは、医療施設、家族、地域社会、政府機関におけるエイジズムの常態化であった。協議に参加した高齢者は、これが高齢者を体系的に軽視する風潮を反映しており、新たな条約がこれに直接対処すべきだと表明した。
したがって、この条約は、高齢者に対する差別、排除、憎悪、軽視につながるエイジズム[footnoteRef:4]が、単独で、あるいは他の態度、環境、社会的な障壁と相まって、高齢期における多くの人権侵害の根本原因であることを認識すべきである。また、この条約には、高齢者の人間としての尊厳や個人の安全に悪影響を及ぼす有害な伝統的慣行や、制度的、体系的、構造的な慣行の廃止を含め、あらゆる形態のエイジズムを撤廃するよう締約国に義務付ける条項を含めるべきである。 [4:  「年齢に基づく、他者または自分自身に対する固定観念、偏見および差別」と理解される（WHO、同上）。 ] 

また、この条約には、エイジズムおよび高齢者に対する年齢を理由とする差別の定義に加え、公的および私的主体によるエイジズムやその他の形態のエイジズムを禁止・防止する明確な義務も盛り込まれるべきである。

高齢期と生涯（ライフコース）
人生を異なる段階に分けることは、古くから私たちの生活を理解する手段として用いられてきた。これらの段階をどのように区切り、定義するかは、私たちが生きる社会的、文化的、人口統計的、経済的文脈の影響を受ける。人口の高齢化が進み、寿命が延びるにつれ、私たちは高齢期を人生のより遅い時期に訪れるものと捉えるようになり、これは自己認識や、私たちに影響する法律・政策にも反映している。 

人生の他の段階と同様に、高齢期をいかに定義し、それにどう対応するかは、支配的な社会的規範によって決定される。ある人を高齢者と見なすかどうかは、その人の実際の暦年齢にほとんど関係がない場合がある。むしろ、その人が活動的か、働いているか、あるいは退職しているか、孫がいるか、白髪やシワがあるかなどに基づいて、高齢者と見なすことがよくある。高齢期を定義するために用いられるこうした特徴は、文化的、政治的、社会経済的、その他の要因の影響を受ける可能性がある。人々がこうした出来事を経験する実際の年齢は、個人によって、また状況によって異なる。個人がいつ、どのような理由で自分を高齢者と認識するかも、同様に異なる。したがって、高齢を理由にエイジズムを経験しうる、あるいは経験する可能性が高い、特定の年齢は存在しない。そのため、エイジズムの対象者を適切に捉えるには、高齢期の動的な定義が必要である。 

本条約は、高齢期の経験や意味が、特定の暦年齢の基準に縛られず、社会的・文化的規範や社会の期待によって形作られるものであることを認めるべきである。したがって、本条約は、状況に応じた適用を可能にし、実際の、あるいは推定される高齢を理由とするあらゆる差別からの保護を確実にするような、高齢者および高齢期に対する包括的な理解を採用すべきである[footnoteRef:5]。 [5:  参照：高齢者の権利のためのグローバル連合（GAROP）、『高齢者の人権に関する新たな法的拘束力のある文書に関する概念的枠組み、基本原則および適用範囲に関する討議資料』、2026年1月30日。 ] 


交差性
本条約は、高齢者が複数のアイデンティティを併せもつことを認識すべきである。こうしたアイデンティティは、多くの場合、生涯にわたる経験を通じて形成される。これは高齢期における権利の享受に重大な影響を及ぼし得るため、本条約は、加齢の経験を形作るこうした交差する要因に留意すべきである。差別は高齢という理由のみに基づく場合もあるが、人生を通じて蓄積された差別の影響によって、あるいは例えば性別、人種、障害などに基づく他の形態の差別との交差によって、差別が深刻化したり、あるいは差別によって状況が悪化したりすることもある。
エチオピアの多様な高齢者グループとの最近の協議結果が示すように、高齢者に対する差別は、性別、障害、貧困、社会的疎外といった他の要因によってしばしば悪化している。高齢の女性、特に未亡人は、財産、収入、意思決定の機会へのアクセスにおいて重大な障壁に直面している。障害や慢性疾患を抱える高齢者、あるいは貧困状態にある高齢者（特に農村部）は、医療、社会的保護、および基本的なサービスへのアクセスにおいて、多くのかつ重複する問題に直面している。こうした交差する脆弱性は、排除を助長し、不可欠な資源や支援システムへのアクセスを制限する。
同様に、パキスタンでの協議に参加した高齢女性の一人は次のように指摘した。「高齢女性は生涯にわたる犠牲と無数の出来事（untold stories）を抱えている。しかし、依然として最も見過ごされがちな存在であり、医療、経済的独立、移動の自由、そして自らの生活に影響を与える意思決定への有意義な参加から、ほとんど排除されている。」
したがって、本条約は、例えば高齢女性、障害のある高齢者、先住民族の高齢者などへの差別を含む、交差的・多面的・累積的な差別が、年齢による差別の禁止対象に含まれることをはっきりと認めるべきである。

条約は高齢者の経験と視点に基づいて構築されなければならない 
高齢者との最近の協議では、生活の多くの分野で高齢者の声が依然として無視されている実態が明らかになり続けている。そこには政策や法制定のプロセスが含まれる。 

ウガンダのある高齢者はこの問題を明確に表現した。「私たちの自律を尊重してください。私たちの生活、土地、健康、そしてお金に関する決定を下す前に、私たちに相談してください。」

高齢者の実体験に基づいて条約を策定し、それに応えるという強い決意がなく、また起草プロセスの中心に高齢者の完全かつ有意義な参加と関与を据えなければ、条約は正当性、信頼性、有効性を欠く恐れがある。 

また、条約の起草プロセスにおいては、国連総会の高齢化に関する無期限作業部会、人権理事会、高齢者のあらゆる人権の享受に関する国連独立専門家、およびその他の国際的・地域的機関を通じて加盟国に提示されてきた豊富な資料を十分に活用すべきである。さらに、既存の豊富な科学的・学術的研究にも基づくべきである[footnoteRef:6]。 [6:  GAROP、同上を参照。 ] 


質問2. 高齢者の権利を効果的に保護するために、法的拘束力のある文書はどのような中核的な原則に基づくべきか？さらに、この法的拘束力のある文書は、高齢者の既存の人権を再確認すると同時に、あらたに規範的発展が必要な問題や課題（ギャップ）を明確に特定し、対処するにはどうすればよいか？
この条約の根底にある基本原則は、以下に示すものに限られるものではないが、これらを含み、さらに高齢者が直面する状況に特化した追加の原則によって補完されるべきである：
· 平等（ジェンダー平等を含む）
· 差別禁止
· 生来の尊厳の尊重
· 個人の自律と独立（自らの選択を行う自由）の尊重 
· 社会への完全かつ有意義な参加と包摂
· アクセシビリティ
· 既存の人権基準との整合性 

本条約は、高齢者が他者と平等に、かついかなる差別も受けずに人権と基本的自由を享受することを明記した、一連の人権および自由の確認事項として策定されるべきである。条約における権利の確認には、保障された権利を促進、尊重、保護、および実現する締約国の義務に関する明確な記述が伴うべきである。

条約の目的は、高齢期におけるすべての人権の完全かつ平等な享受を保護し、確保するために、実質的かつ変革的な平等を促進し、提供することとすべきである。これには、高齢期におけるあらゆる形態およびあらゆる理由による差別の禁止に加え、高齢者が他者と平等に権利を享受することを妨げる障壁を克服するための具体的措置の両方が必要である。そのため、条約は、生活のあらゆる側面におけるすべての人権を強調し、再確認し、明文化するとともに、高齢期においてこれらの権利を実現するために国家に求められる事項を詳述すべきである。

本条約は、あらゆる形態のエイジズムに対処し、生活のあらゆる分野における高齢者の平等な参加を阻む障壁を特定・除去する国家の義務を明確に規定すべきである。さらに、国家および公的機関が高齢者の権利を侵害しないという義務、ならびにそれらの権利を実現するための国家の積極的義務についても規定すべきである。また、本条約は、民間主体が高齢者の人権を侵害しないよう確保するために必要なあらゆる措置を講じる締約国の義務を規定するとともに、この点の履行を締約国の積極的義務として規定すべきである。

条約は、その各条項に関連して、締約国が負う一般的な人権上の義務を明文化すべきである。これには以下が含まれるが、それらに限定されない：

条約で認められた権利を実施するために、あらゆる適切な立法的、行政的およびその他の措置を講じる。
年齢を理由とする高齢者に対する差別となる法律、規則、慣習および刊行の改正又は廃止するために、法制面を含むあらゆる適切な措置を講じる。「年齢を理由とする」差別の中には、年齢を唯一の要因とする場合と、年齢と交差するその他の要因や時間とともに累積してきた要因との組み合わせによる差別が含まれる。その他の要因には、性別、障害、宗教または信条、政治的またはその他の意見、 身体的、精神的または認知面の健康状態、必要なケアや支援の程度、婚姻または家族状況、経済状況、技術（機器）へのアクセス、性的指向、性自認または性表現、移民の地位、難民の地位、ホームレスであること、自由を剥奪されていること、先住民、民族、人種、少数派、国籍または言語的地位、財産、地理的所在地、市民権、国籍、HIV感染状況、出生、またはその他のあらゆる状態や地位が含まれる。 
· 事実上の平等を確保するための特別措置を講じる。
すべての政策およびプログラムにおいて、適切な場合、高齢者の人権の保護と促進を保証する。
· 条約上の権利と矛盾するいかなる行為または慣行も行わない。
民間契約者や企業などの第三者が、条約に規定された権利に従って行動することを確保する。
· 個人、組織、または民間企業による、年齢のみによる、あるいは他の要因と組み合わせによる高齢者に対する差別をなくすために、あらゆる適切な措置を講じる。
高齢化に関する、および高齢者に特に影響を与える問題に関する、調査研究を実施または促進し、年齢および性別ごとにデータが収集、分類、分析、活用、および普及されるよう確保する。 
高齢者に、自らの権利、および給付や資源を受ける資格について、アクセスしやすい適切な情報を提供する。
高齢者が社会および意思決定プロセスに完全かつ効果的に参加できるよう、あらゆる適切な措置を講じる。本条約を実施するための法律や政策の策定および実施において、ならびに高齢者に関する問題に関するその他の意思決定プロセスにおいて、締約国は、高齢者およびその代表組織と緊密に協議し、彼らを積極的に関与させるべきである。
エイジズムと闘い、世代間の協力と高齢化への肯定的なイメージを促進し、高齢者が尊厳と敬意をもって扱われるよう奨励する。そのための政策を策定し、啓発キャンペーンを含むあらゆる適切な措置を講じる。

本条約は、国連の中核的人権条約およびそれらに基づく実務において明文化されているものを含め、平等と無差別に関する既存の国際基準を参考にし、さらに発展させるべきである。本条約は既存の人権基準を基盤とするものの、高齢者に対する長年にわたるものだけでなく、比較的最近生じている特有の、深刻化した、あるいは累積的な差別のパターンに対処するために、既存の権利に関する新たな定式化や解釈が必要となる可能性が高い。
こうした分野には、性的暴力を含む高齢者への暴力、虐待、ネグレクト、搾取、生涯学習、人工知能、就労と経済的自立、デジタル・アクセスとインクルージョン、緩和ケアへのアクセス、性的・生殖に関する健康、気候変動と高齢者、災害、人道上の緊急事態、紛争状況などが含まれる可能性がある。高齢者に関連してこれらの問題を明確に取り上げることで、本条約は既存の人権条約の下で提供される保護の範囲を超えるものとなるだろう。

質問3. 法的拘束力のある文書は、明確性と実効性を確保するために、どのような全体構成（structure）や設計枠組み（architecture）を採用すべきか？例えば、前文、定義、一般原則、一般的義務、具体的権利、および実施規定を含めるべきか？
前述の通り、この条約には、人権および基本的自由の包括的な一覧に加え、具体的な権利全般に適用される無差別を含む一般的義務を盛り込むべきである。既存の人権条約の構造を参考に、以下の一般的な構成を想定すべきである：
1. 前文
2. 目的、適用範囲および定義 
3. 条約の基礎となる一般原則
4. 条約全体に適用される締約国の一般的義務
5. 条約に盛り込むべき具体的な人権 
6. 実施、監視、データ収集、および説明責任のメカニズム
7. 運営上の事項

結論

高齢者の人権に関する法的拘束力のある文書の策定は、高齢期に経験する構造的かつ根深い不平等に対処するための重要な機会となる。高齢者の実体験に基づき、権利に基づく強固な枠組みに根ざしたこの条約は、エイジズム（年齢差別）に立ち向かい、高齢者を完全な権利保有者として認め、国家に対して明確かつ実行可能な義務を課さなければならない。そうすることで、この条約は、尊厳、自律、平等、そして生活のあらゆる側面への完全な参加を確保し、高齢期において誰も取り残されないことを保証するための変革的なツールとなり得る。　

詳細については
ヘルプエイジ・インターナショナルの権利アドバイザー、タンジャ・ヴェニスニクまで問い合わせを： tanja.venisnik@helpage.org  
（翻訳・佐藤久夫、　　　）
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